
  

福岡市水道局工事競争入札参加者等級格付け要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は，福岡市水道局の競争入札参加者の資格認定に際し、工事種別ごとに 

等級へ区分する場合の基準等について定めるものとする。 

２ 前項の「等級」とは、福岡市水道局契約事務取扱要綱第２条別表第２において工事種 

別ごとに定める等級をいう。 

 

（格付基準） 

第２条 競争入札参加者は、客観的事項及び主観的事項に基づいて各等級へ格付けるもの 

とする。 

 

（客観的事項） 

第３条 客観的事項は、当該競争入札参加者に係る建設業法第 27 条の 23 の規定に基づく

経営に関する審査結果（以下「経審結果」という。）のうち、次の各号に掲げる項目とす

る。 

 (1) 工事の種類別の完成工事高（以下「年平均工事高」という。） 

 (2) 工事の種類別の総合評定値（以下「経審点数」という。） 

 

２ 前項の場合において、一般土木及び管の申請区分業種（以下「業種」という。）にあっ

ては、経審結果に基づき競争入札参加資格審査申請において完成工事高の按分により算

出された数値を当該業種の年平均工事高とし、当該年平均工事高に置き換えて算出した

総合評定値を当該業種の経審点数とする。 

なお、管１種の業種にあっては管の業種における算定結果を、管２種の業種にあって

は一般土木の業種における算定結果を準用する。 

 

（主観的事項） 

第４条 主観的事項の項目及び点数は、次の各号に定めるとおりとする。この場合におい

て、算出された点数に小数点第一位以下の端数があるときはこれを切り捨てるものとす

る。 

 (1) 当該競争入札参加者の競争入札参加資格認定年度の前３年度に完成した各工事（当

該業者の等級より下位の等級の工事を除く。また、一般土木、建築、電気、管、ほ装

及び造園の業種については福岡市長が発注した各工事とする。）における業種ごとの

工事成績評定表の点数（一般土木、建築、電気、管、ほ装、及び造園の業種について

は福岡市長が評定した各工事における工事成績評定表の点数とする。）の平均から 65

点を控除した点数に、別表１に定める加算率をその者の経審点数に乗じて得た点数 

   また、管２種については、福岡市長が発注した一般土木工事の工事成績評定表の点

数を準用するものとする。 

 

 (2) 本市の区域内に本店を有する者（以下「地場企業」という。）にあっては、希望順



  

位第１位の業種（管１種の業種にあっては管の業種、管２種の業種にあっては一般土

木の業種とする。次号において同じ。）について、当該業種に係る経審点数に 100 分

の 10 を乗じて得た点数 

 (3) 前号の規定にかかわらず、地場業者であって工事ではじめて競争入札参加資格の認

定を受けてから 10 年以上の年数を経過している者（継続して認定を受けている場合

に限る。）にあっては、希望順位第 1 位の業種について、別表２の右欄に定める加算

率を乗じて得た点数 

２ 競争入札参加者の経審点数と、前項の規定による主観的事項の点数の合計点数を、そ

の者の総点数とする。 

 

（等級格付け） 

第５条 等級格付けに当たっては，その者の年平均工事高及び総点数に基づき、工事種別 

及び等級区分ごとに別表３に定める基準年平均工事高及び基準点のいずれをも満たす等 

級に格付けする。 

２ 前項の規定により、次表に掲げる業種について特定建設業の許可を有する必要がある

等級に格付けすることとなる場合において、その者が必要となる全ての特定建設業の許

可を有さないときは、特定建設業を必要としない等級まで降格するものとする。 

業  種 一般土木 建築 電気 管 管２種 

特定建設業の許可

を必要とする等級 

Ａ・Ｂ Ａ・Ｂ 

 

Ａ 

 

Ａ 

 

Ａ・Ｂ 

３ 前２項の場合において，継続して登録している者が前回の登録より２等級以上移動す

ることとなる場合は，１等級の移動にとどめるものとする。 

    ただし，官公需適格組合特例措置を申請した者についてはこの限りでない。 

 

 附則（平成 15 年２月 10 日管理者決裁） 

１ 本要領は，平成 15年２月 10 日から施行し，平成 15年８月の業者登録に係る等級格付

けから適用する。  

２ 第４条第１項の規定の平成１５年度の等級格付けにおける適用については，同条第１ 

号の規定は次のとおり読み替えるものとする。 

 (1) 次のアとイの合計数 

  ア 当該競争入札参加者の平成 13 年度及び平成 14 年度に完成した工事（当該業者の

等級より下位の等級の工事を除く。）に業種ごとの監督員及び検査員の評定点（以

下「評定点」という。）の平均点数（その点数に小数点第一位以下の端数があると

きはこれを切り捨てた点数）が 70点を超える場合にあっては，当該平均点数から 70

点を控除した点数に６を乗じて得た点数 

  イ 評定点に 59 点以下がある場合にあっては，当該評定点から 60 点を控除した点数    

（59 点以下の評定点が複数あるときは，それぞれから 60 点を控除した点数の合計点   

数）に６を乗じて得た点数 

３ 主観的数値の算定要領は廃止する。 



  

 附則 

１ 本要領は，平成 17年７月 11 日から施行し，平成 17年８月の業者登録に係る等級格付

けから適用する。 

２ 第５条第３項の規定に係る平成１７年度の等級格付けにおける一般土木，建築，電気， 

管及び管２種に対する適用については，等級区分改正に伴う措置として，平成１５年度 

の等級格付けにおいてＡ等級の者であって，平成１７年度の等級格付けにおいて１等級 

下がることとなる場合はＡ等級とし，平成１５年度の等級格付けにおいてＢ等級以下に 

格付けされた者は改正前等級区分を下表のとおり改正後等級区分とみなすものとする。

①一般土木，建築 

ア 等級が上がる場合 イ 等級が下がる場合 

改正前Ｂ等級     →改正後Ｂ等級 改正前Ｂ等級   →  改正後Ａ等級 

〃  Ｃ等級     →  〃  Ｃ等級 〃  Ｃ等級  →   〃  Ｂ等級 

〃  Ｄ・Ｅ等級 → 〃 Ｄ等級 〃  Ｄ等級    →    〃  Ｃ等級 

 ②電気，管，管２種 

       ア 等級が上がる場合 イ 等級が下がる場合       

改正前Ｂ等級     →改正後Ｂ等級 改正前Ｂ等級   →  改正後Ａ等級   

〃  Ｃ・Ｄ等級 →  〃  Ｃ等級 〃  Ｃ等級    →   〃  Ｂ等級 

  附則 

１ 本要領は，平成 19年７月 25 日から施行し，平成 19年８月の業者登録に係る等級格付

けから適用する。 

   附則 

１ 本要領は，平成 21年７月 27 日から施行し，平成 21年８月の業者登録に係る等級格付

けから適用する。 

  附則 

１ 本要領は，平成 23年７月 27 日から施行し，平成 23年８月の業者登録に係る等級格付

けから適用する。 

  附則 

１ 本要領は，平成 25年７月 24 日から施行し，平成 25年８月の業者登録に係る等級格付

けから適用する。 

  附則 

１ 本要領は，平成 28年７月 28 日から施行し，平成 28年８月の業者登録に係る等級格付

けから適用する。 

附則 

１ 本要領は，令和元年７月 30 日から施行し，令和元年８月の業者登録に係る等級格付け

から適用する。 

附則 

１ 本要領は，令和４年７月 29 日から施行し，令和４年８月の業者登録に係る等級格付け

から適用する。 

 



  

附則 

１ 本要領は，令和７年７月 31 日から施行し，令和７年８月の業者登録に係る等級格付け

から適用する。 



  

別表 １ 

 点数（平均－65 点） 加算率 

11 点以上 100 分の ３ 

６点 ～ 10 点 100 分の ２ 

１点 ～ ５点 100 分の １ 

０ ０ 

－１点 ～ －10 点 -100 分の １ 

－11 点 ～ －20 点 -100 分の ２ 

－21 点以下 -100 分の ３ 

 

 

別表  ２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

継続年数 加算率 

10 年未満 100 分の 10 

10 年以上 12 年未満 100 分の 10.6 

12 年以上 14 年未満 100 分の 11.2 

14 年以上 16 年未満 100 分の 11.8 

16 年以上 18 年未満 100 分の 12.4 

18 年以上 20 年未満 100 分の 13 

20 年以上 22 年未満 100 分の 13.6 

22 年以上 24 年未満 100 分の 14.2 

24 年以上 26 年未満 100 分の 14.8 

26 年以上 28 年未満 100 分の 15.4 

28 年以上 30 年未満 100 分の 16 

30 年以上 32 年未満 100 分の 16.8 

32 年以上 34 年未満 100 分の 17.6 

34 年以上 36 年未満 100 分の 18.4 

36 年以上 38 年未満 100 分の 19.2 

38 年以上 100 分の 20 



  

別表 ３     

１  一般土木           

予 定 金 額 等級 基準年平均工事高 基準点 

2 億 1,000 万円以上 Ａ 8 億円 1,000 点以上 

7,600 万円以上   2 億 1,000 万円未満 Ｂ １億 4,000 万円 900 点～999 点 

2,100 万円以上 7,600 万円未満 Ｃ 4,000 万円 790 点～899 点 

2,100 万円未満 Ｄ なし 789 点以下 

                  

２  建築 

予 定 金 額 等級 基準年平均工事高 基準点 

 ３億 3,000 万円以上 Ａ 12 億円 1,090 点以上 

8,600 万円以上 3 億 3,000 万円未満 Ｂ １億 6,000 万円 900 点～1,089 点 

2,100 万円以上 8,600 万円未満 Ｃ 4,000 万円 780 点～899 点 

2,100 万円未満 Ｄ なし 779 点以下 

 

３  電気 

予 定 金 額 等級 基準年平均工事高 基準点 

5,300 万円以上  Ａ 2 億円 1,030 点以上 

1,600 万円以上 5,300 万円未満 Ｂ 3,000 万円 860 点～1,029 点 

 1,600 万円未満 Ｃ なし 859 点以下 

 

４  管 

予 定 金 額 等級 基準年平均工事高 基準点 

5,300 万円以上  Ａ 2 億円 960 点以上 

1,600 万円以上 5,300 万円未満 Ｂ 3,000 万円 820 点～959 点 

 1,600 万円未満 Ｃ なし 819 点以下 

 



  

５  ほ装 

予 定 金 額 等級 基準年平均工事高 基準点 

2,600 万円以上 Ａ １億円 860 点以上 

2,600 万円未満 Ｂ なし 859 点以下 

 

６  造園 

予 定 金 額 等級 基準年平均工事高 基準点 

4,300 万円以上  Ａ 1 億 6,000 万円 930 点以上 

1,600 万円以上 4,300 万円未満 Ｂ 3,000 万円 840 点～929 点 

 1,600 万円未満 Ｃ なし 839 点以下 

 

７  管１種 

予 定 金 額 等級 基準年平均工事高 基準点 

2,100 万円以上 Ａ 8,000 万円 810 点以上 

2,100 万円未満 Ｂ なし 809 点以下 

 

８  管２種 

予 定 金 額 等級 基準年平均工事高 基準点 

2 億 1,000 万円以上 Ａ 8 億円 1,000 点以上 

7,600 万円以上  2 億 1,000 万円未満 Ｂ １億 4,000 万円 900 点～999 点 

2,100 万円以上 7,600 万円未満 Ｃ 4,000 万円 790 点～899 点 

2,100 万円未満 Ｄ なし 789 点以下 

 


